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1は じめ に

中国の会計の変革は新 中国が成立(1949年)し て以来、およそ次の3つ の段階に分

けられる。

第1段 階は1949年 か ら文化大革命が始まったX966年 までである。 この時代の特徴

はソ連の会計理論および方法の全面的導入であった。会計理論および方法は中央集

権的計画経済に奉仕することであった。反資本主義体制の影響 を反映して、それま

でのブルジョア階級に奉仕する会計理論および方法の批判の時代であった。

第2段 階は1967年 か ら1977年 までの10年 間である。この時代の特徴は政治闘争が

激 しく行われた混乱期であり、会計研究の空白期であった。毛沢東が統治 した時代

である。中国は全国に多大な損害を与えた2つ の激 しい政治的大衆運動を経験 した。

この時代においては会計の発展はほとんどなかった。

第3段 階は1978年 から現在までである。郵小平時代の中国は、従来までの中央

集権的計画 ・中央集権的統制経済を 「中国的特質 を有する」市場経済に転換 させ よ

うとする野心的課題を自らに設定 した。 この時代の経済変革 と関連 した3っ の主要

な会計変革を識別す ることができる。第1、 会計の主要な役割は、政府の計画と統

制の要請に奉仕することから、市場における意思決定者の情報要求に奉仕すること

へ転換 した。第2、 会計制度は業種別会計制度の伴 う基金会計制度か ら、もっと近

代的な西洋式会計制度に類似 した会計制度に変わった。第3、 会計情報利用者は、

政府 とい う唯一の利用者から、多種多様な利用者 グループにまで拡大 した。

本稿の主要 目的は会計 と会計の機能 している環境 とがいかに密接に関連 している

か、なぜ会計が上述 してきた特別な変革を経験 したのかとい うことを立証すること

にある。 さらに、近年における中国会計の国際化 といった会計発展の問題に焦点を
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あててみ ることとす る。

∬ 第1段 階:1949年 か ら文 化大 革命 が始 ま った1966年 まで

中国が毛沢東統治下にあった1949年 から1966年 の間の政治的展開、およびその会

計実務 と会計変革に及ぼす影響を立証 し、かつ分析 して社会の他局面に対する政治

の影響、た とえば経済的変革や社会的変革、 さらに会計に対するそれ らの影響が検

証 されることになる。

11949年 までの中国会計史

古代中国においては未熟な単式簿記制度が展開 していたが、それはその後何世紀

にもわたって発展 し、精緻化 され るにいたった。清朝(1644-1911)ま でに、中国

式単式簿記制度は十分に発達を遂げ、それ 自体の顕著な特質を有 していた。

明朝(1368-1644)末 期か ら清朝にかけて、龍門帳法①ならびに四脚決算法②とし

て知 られている中国式複式記帳の枠組が出現 した。

しか しながら、この中国複式記帳制は必ず しも十分に進化 した体系ではなく、2

つの重要な面で西洋式複式簿記 より劣っていた。概念的 レベルでは、中国式複式簿

記は 「イタ リア式資本利益会計」の基礎を成す原則、すなわち資産 ・資本勘定 と損

益勘定との巧妙な統合をかな らず しも十分に把握 していなかった。

西洋式複式簿記法においては、ひ とっの重要な 目的は、資源への投資および当該

投資の利益を記録、開示することにある。1930年 代までには、西洋式会計制度③が

全政府機関、政府所有企業、および近代的金融機関によって採用 されるようになっ

た。 しかし、非政府企業部門で貸借記帳法をそのまま適用 しようすることには抵抗

があった。結局、学者によって設計された一種の混成式記帳法、すなわち中国式会

計の一定の特徴を留保 しながら西洋式の一定の近代的特徴を取 り入れた混成式記帳

法が中国の私企業によって受容 され るようになった。 この二重アプローチ、すなわ

ち、西洋式会計の利用 と混成式記帳法の利用 との併存は1949年 まで続いた。

2創 建期の中国会計(1949-1957)

重 なる戦争はこの国に大規模な破壊をもたらし、中華人民共和国は事実上廃嘘の

上で1949年 に創建 された。共産党政府は政治的統制権の獲i得、経済の再建、および

国家統一と社会変革の達成 とい う大変な課題 に直面 していた。
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創建期においては、新 しい政治的 ・経済的 ・社会的構造に妥当す る新たな会計 ・

財務報告制度すなわち種種の組織の経済活動を検査 ・監督、国家の計画および予算

の執行を監視 し、経済への統制を維持 し、さらに新国家計画を策定するために必要

な情報を国家に提供できるような制度 を構築する緊急な要請が存在 した。会計発展

の特定課題は、高度中央集権的な政治体制および経済体制に付随 して援助 し、かつ

国家の包括的計画を促進するための全国的統一会計制度 と会計実践を確立させるこ

とであった。

この段階の会計発展 もまた、政治的 ・経済的発展の場合 と同様、中国の政治的 ・

経済的諸条件を反映 した一定の独特な特徴を有 していた とはいえ、「一辺倒」の姿

勢をとり、ソ連による影響 を強 く受けていた。1949年12月 、財政部の会計事務管理

局は、全国的統一会計制度を制定 し、かつ国全体の会計業務を管理する責任を負わ

された。そ こには2っ の重要な任務があった。ひ とっは各種経済単位の会計制度 を

統一す ること、もう1つ は会計制度 を利用 して経済復興を支援することであった。

これ らの 目標は、中央集権的経済の用具としての統一会計制度の公布 を導いた。

(1)統 一会計制度

企業にとって最初の手段は各種の部門または業種で活動す る事業のために統一会

計制度を制定することであった。各統一会計制度は特定業種の生産 と営業の計画を

反映 し、その会計情報は主 として国家が当該部門の国民経済計画を編成 し、その執

行を監督することができるように作成 された。事実、統一会計制度は政府の計画 と

統一 目的のための統計データ収集経路 として役に立った。すべての企業は当該関連

業種別統一会計制度を厳格に遵守するよう要請 された。

統一会計制度の採用は国際的に認知 された会計実務 とは著 しく異なってお り、皮

肉なことに、部門もしくは業種を異にする企業間に不統一な実務を作 り出 した。 け

れ ども、統一会計制度は中央集権的計画経済のもとで運用 され、市場経済における

財務報告 目的と完全に異なる目的で機能するよう制定 されたのであった。

(2)基 金会計

統一会計制度の採用は基金会計制度 を随伴することとなったが、それは完全に新

しい基礎的な会計概i念と会計原則に依拠するものであ り、国家の基金配分 と財務統

制制度に応ずるものであった。従来の会計等式は基金会計 と首尾一貫する次の等式

にとって代わられた。

基金運用e基 金源泉

新 しい用語 「基金」は 「資本」 とは対照的に、資本主義経済体制に対立するもの
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としての社会主義経済体制を反映するために用い られた。

さらに、国家が企業への財務統制を実行 し、中央集権的計画を推進 させ るため、す

べての基金は用途が指定され、固定基金、流動基金、および特定基金 とい う3っ の

範疇に分割 された。固定基金は固定資産の購入または建設 に使用 される基金であっ

た。流動基金は 日々の事業運営に使用 される基金であった。また特定基金は研究開

発計画、従業員の福祉および大修繕計画のような特定 目的のために指定された基金

であった。各範疇別に資産総額は基金源泉総額 と常に一致 しなければならず、以下

に示 された3つ の下位等式が展開されなければならない。

固定資産=固 定基金

流動資産=流 動基金

特定資産=特 定基金

基金会計制度の若干の特徴は、経済体制そのものと合致 しているのであるが、次

のような点が強調 されるべきである。①無形資産が存在 しなかった。②国家に帰属

する土地が資産 として認識 されなかった。貸借対照表に加 え、他の主要財務諸表は

損益計算書および製品原価計算書であった。

3大 躍進時期の会計(1958-1962)

残念なことに、創建期の成果 と第1次5ヵ 年計画の成功裡の達成は、第2次5ヵ 年

計画(1958--1962)の 実現にあたっては踏襲 されなかった。過去に採用 した=漸進的

発展アプローチは放棄 された。1958年 に2つ の急進的計画が着手された。すなわち、

経済発展の加速を意図 した人民公社運動および大躍進運動であった。採用 された主

要戦略は、特に農民 と労働者 とい う特定の標的にされた社会集団を動員 し、国家全

体を熱狂的な生産活動へ突入 させ ることであった。この2つ の計画は悲惨な結果を

もた らす ことになった。

大躍進運動④およびそれに随伴す る恐怖 と憎悪の社会的環境は、先の創建期に構

築 された会計制度および財務統制制度に深刻な悪影響を与えた。 これ らの制度は中

央集権的計画の手続に不可欠な大量の統計数値を提供 したが、その統計数値の大部

分は喪失 して しまった。それ故、大躍進運動 は経済計画、財務統制、および行政

構造に有害な変化をもた らした。管理統制制度および会計実務にとって大いに有害

であった。この時期の会計発展は大きな後退を余儀なくされた。

製品原価の集計 と測定での労働者の参加 とい う先の創建期の実務は、多 くの理由

で廃棄 されて しまった。①帳簿記録は時間の浪費であ り、生産に付加価値をもたら
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さない非生産活動 と考えられ るため、会計業務に費やす時間の無駄である。②労働

者その他の従業員は会計や実務的活動 よりも生産活動への参加を望んだ。会計や事

務的活動は労働階級社会に置ける地位が不明確である知識人 と専門家たちの仕事だ

と考えられていたからである。③最 も重要なこととして、下級行政 レベルの党幹部

たちには資料創作が可能 となるよう、創建期の実務を廃棄 しよ うとする動機があっ

た。彼 らは、 自分たちの 「創造性」が実現され、また奇跡的成果が報告 されるよう

に、財務統制および会計制度が適切に維持 され標準化 される詳細な記録を望まなかっ

た。

会計教育 も後退を余儀な くされた。学者 と学生は彼 らの大部分の時間を工場での

生産活動に使 うよう強要された。会計雑誌はまったく研究成果を公表することなく、

大躍進運動を推進す る党の宣伝道具の一部になって しまった。

4修 復期の会計(i963-1966)

修復期では、会計の重要性が再認識 され、各業種の会計規則 と会計規定が再構築

された。また1957年 か ら1959年 までの間に排除 されてきた多 くの会計職務が回復 さ

れた。1963年 、政府は 「会計担当者職権試行条例」を公表 したが、それは業務に対

する外部干渉から会計担当者を保護 し、会計情報の質を確保 しようとするものであっ

た。

大躍進期の一つの遺産は、新 しい複式簿記法、いわゆる増減記帳法を採用 したこ

とであった。貸借記帳法は 「ブルジョア世界」から輸入 されたため、適切ではない

と考えられた。そこには2勘 定系統が存在 した。①基金源泉または収益勘定系統、

および②基金運用または費用勘定系統。ある取引が源泉または収益勘定 と運用また

は費用勘定の双方を含むな らば増加(ま たは減少)は 双方の勘定系統に記入され る

ことになる。ある取引が1勘 定系統だけに関連 しているならば、ある勘定に増加、

同勘定系統内のほかの勘定に減少が記入 されることになる。増減記帳法は中小企業

で普及 した。事実上、この方法 と貸借記帳法の基礎をなす原則は同じである。

皿 第2段 階1967年 か ら1977年 の10年 間

「プロレタリア文化大革命」、そ う称 されたとお り、それは1966年 初頭か ら毛沢

東の死に至るまで約10年 間続いた。この異常な政治的大衆運動は、全住民を震憾 さ

せたのであるが、主として毛沢東によって発動 され、彼の政敵を失脚させ、それゆ

235



国際経 営フォーラムNo.16

え党と国家の最高指導者 としての彼の地位 を復活 させ るために企図された。

文化大革命期においては、会計の発展は再び大きく後退 した。会計担当者 と会計

教員は農村に追放 され、肉体労働 に従事 させ られた。1963年 に58ま で回復 した製造

業の勘定組織上の勘定科 目数は、1973年 に再度32ま で削減 された。

財務統制機構 と会計手続は革命 と矛盾 ・対立するものとして公然 と非難 された。

多 くの組織 と企業では、革命大衆が全ての会計業務を乗っ取って しまい、何が何で

も文化大革命の推進 に適応すると彼 らが思った方法で会計報告書を作成 した。会計

記録が保持されない場合、「無帳簿会計」とい う実務 も珍 しいことではなかった。

毛沢東によって、推進 された政治的大衆運動、そ してそれに伴って同 じ社会内で

造成 された恐怖 と憎悪の風土は、社会的、経済的変革のみな らず会計の変革にも影

響 したことは明らかであった。 この時期における政治的要因の支配的影響は主 とし

て政治体制と中央集権的政府構造に帰 し得るであろうが、毛沢東の党内での地位、

彼の思想、お よび彼の指導方法が決定的な役割を果たした。党内権利闘争における

毛沢東の興亡は、四つの顕著な時代からなる政治的背景を特色付けるものであった。

創建期では、新政治体制 と中央集権的政府構造に奉仕するためソビエ ト型の影響

に したがって、まったく新 しい会計制度 と会計実務が採用された。 この時期では会

計が重要な役割を有 した、大衆運動が知識人 と専門家、科学的諸方法、諸規則 と諸

手法に向けられた大躍進の間に、会計は著 しい後退を余儀なくされた。国家の最優

先課題が大躍進によって引き起 こされた危機 を克服 し、経済を軌道に戻 させ ようと

する修復期においては、会計は若干の失地回復 を果たした。文化大革命の間、会計

は再び重大な被害を受け、「無帳簿会計」の実務が会計を混乱 させた。毛沢東の時

代では、会計の変革は毛沢東の政治的浮沈に応 じて揺れ動くヨー ヨーのごとくであっ

た。

】V第3段 階1978年 か ら現在

経済改革計画が1978年 に始まって以来、中国は多岐にわたる局面で劇的な変革を

成 し遂げてきたが、その基本的政治体制は以前 と変わっていない。中華人民共和国

の政治体制の主要な特徴は、一人の党最高指導者の支配下にある中国共産党の国家

全般に対する絶対的支配状況 とい う点である。

この基本的な政治、行政構造はただ2つ の企業形態、すなわち国有企業 と集団所

有企業 しか存在 しなかった中央集権的計画 ・中央集権的統制経済体制を監督す るた
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め1950年 代に確立された。民営部門 もしくは市場は存在 しなかった。1979年 の経済

改革の開始および門戸開放政策の採用以降、中国の経済構造および企業の所有関係

は大幅に変化 してきた。市場指向経済を目指す国において中央政府の経済の計画 と

統制の諸機能は著 しく縮小 され、経済資源の配分 と富の分配 とい う役割を担 う市場

によって次第に代替 されてきた、多くの大規模国有企業は、国家、機関投資家なら

びに個人投資家、さらに外国人投資家によって共同所有される株式会社へ転換 して

きた。小規模国有企業および大多数の集団所有企業は個人所有者に売却 されるか民

営化 された。これ らの変革は中国に新企業形態をもたらした。株式会社、上場会社、

個人所有企業、お よび中外合併企業などである。かくして、民営部門が出現 し、そ

れがあま りにも速いペースで成長 してきたので、近い うちに国有部門よりも大きく

なるであろ う。

1経 済改革時期の中国会計の発展(1978-1984)

1978年12月 の中国共産党第11期 中央委員会第3回 総会で選択 された経済体制改革

の決定は、経済改革の総体的方向を策定 した。 この最初の改革期においては、多く

の重要な経済政策が公表 された。 とくに、3つ の関連領域の諸政策が履行 された。

第1、1950年 代に存在 した農産物の農業市場が再開され、若干の軽工業製品や消費

財のための新市場が開設 された。第2、 農産 物や消費財のための市場が果たす役割

が国家の計画機能で認識 された。第3、 民営企業と外国投資企業の発展が奨励 され

た。言い換えれば、中央集権的計画が依然 として経済を支配 していたが、市場は補

足的役割を果た し始めるようになった。

文化大革命は会計制度の混沌 と混乱をもた らした。改革計画の最初のステ ップと

して、貸借記帳制度の本質 と機能に関す る論争が展開された。貸借記帳制度はひと

っ会計技法であって資本主義体制 と社会主義体制の双方に役立つことができると解

明された。その結果、貸借記帳法は政府 と企業によって再び採用 されるにいたった。

他の動 きとして、財務統制制度 と会計手続が強化 された。

この時期の会計には幾つかの重要な進展があった。第1、 統一会計制度が1981年

に改定された。1950年 代に制定 された旧統一制度は経済改革によってもた らされた

新 しい事業活動に対処できなくなった。統一会計制度は改定 され、勘定科 目の追加、

改正統一財務諸表および新手続を含むものであった。若干の開示項 目が初めて財務

諸表に現れ始めた。すなわち、貸借対照表の銀行借入金 と企業基金(留 保利益)、

および損益計算書の所得税 と留保利益であった。
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第2、 政府の監督による監査制度が樹立された。国有企業への経営権限の委譲 に

もなって国有企業は政府 との利潤分配制度のもとに置かれ、所得税の納付が要求 さ

れ るようになった。 しか しなが ら、国有企業が作成 した財務諸表に対する証明機能

を果たす独立 した会計士業は存在 しなかった。中央政府は、1982年12月 に開催 され

た第5回 全国人民代表大会において、総審計師の職位 と事務所を創設 し、同様の職

位 と事務所が省 と地方政府 レベルにおいても設けられた。国家審計制度の主要な役

割は政府の課税歳入が適正に執行 されることを確証することにあった。

第3、 国有企業の経営者が市場の需給に基づいて経済的意思決定を行い始めたの

で、改革以前の中国では知 られていなかった管理会計が重要な研究 と適用の領域 と

なった。門戸開放政策は西洋式管理会計の中国の輸入を促進 した。中国企業会計制

度における諸変革は、その後西洋式管理会計の普及 と採用に関連付けられてきた。

この技術移転は、その後、主として米国の教材や雑誌か らであるが、精選 された管

理会計の方法や技術を中国語で出版す ることを通 じて行われた。教育は、これ らの

方法を広める上でのもうひとつの重要な手段であった。研修のプログラムやセ ミナー

が行われた。

第4、 門戸開放政策の採用に伴って外国資本が中国に流入 し始め、外国投資を処

理するための合併企業会計が発展 した。1979年 、全国人民代表大会は 「中華人民共

和国中外合資経営企業法」を承認 した、その直後、財政部は 「中外合資経営企業会

計制度(草 案)」 を公布 したが、それは1985年 に発効された。1992年 、その規定は、

全ての外国投資企業を網羅す るように拡大 され、 「外国投資企業会計制度」 と名称

変更 された。

合併企業の会計制度は国際会計基準に依拠 した中華人民共和国の最初の会計制度

であった。基金べ一スの会計モデルは、伝統的歴史的原価モデルに取って代わ られ

たが、それは西洋式会計制度に特有な会計の等式、諸概念、および測定 ・開示要請

を含むものであった。若干の会計取引処理方法には、中国の情況を反映して特異な

ものがあった。

合併企業会計制度の導入 と実施は中国における外国投資の促進を強化 したと考え

られる。 このことは結果 としてさらに会計改革、た とえば経済特区で使用され る会

計制度に関する改革をもた らした。株式制企業会計におけるその後の発展および

1993年 以降の会計準則の制定は、合併企業会計制度に依拠 したものであり、それは

1990年 代の会計改革の先駆けとみなされる。
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2計 画的商品経済時期の中国会計の改革(1984-1991)

5年 間の改革を経て、中国経済は単一の公有制から公私共同所有制へ、また計画

経済から国家計画と市場操作を併存す る混合経済へ と転換 した。公有制 と国家計画

が依然 として支配的であったけれ ども、民営部門が極めて早いテンポで発展 し、市

場が次第に経済上の資源配分の役割を担 うようになった。

(1)国 有企業の会計改革

この段階におけるマクロ経済レベル とミクロ経済レベル双方の改革計画は、国家計

画機構の生産単位 としての国有企業を、他の市場参加者たちと市場で競争する相対

的に独立 した商品生産者に転換 させることを意図 した。特に、財務的 ・経営的意思

決定の自主権を国有企業に委譲 したことは、国有企業の地位およびその国家 との関

係を大幅に変化 させた。 これ らの変革は国有企業の会計実践 と財務管理に重大な影

響を与えた。

計画経済のもとでは、国有企業財務情報の唯一の 目的は、国家計画の立案 と執行

を助け、それゆえ、政府は財務諸表の唯一の利用者であった。新経済体制のもとで

は、国有企業財務情報の 目的 と利用者はさまざまな理由で大幅に変化 し、かっ拡大

した。①財務情報はマクロ経済政策の策定および国家計画の作成で政府 によって利

用 された。②国有企業の財務諸表はまた利潤分配の企画、国有企業による留保利益

の決定、ならびに国有企業が納付すべき所得税を含む さまざまな税金の確定をする

ため政府によって利用 された。③銀行融資が重要な基金源泉 となったので、銀行は

国有企業財務諸表の重要な利用者 となった。④市場における独立 した商品生産者お

よび参加者 として、国有企業は供給者、顧客、および ビジネスパー トナー との取引、

また少数株主への報告をするようになった。 さらに⑤国有企業の経営者による財務

情報の利用は、国家計画に基づ く会計責任の解除とい う唯一の目的に奉仕すること

から、資産の受託責任、経営業績、課税などに関連する多元的 目的に奉仕すること

へ変化 した。 この時期に会計が果た した主要な機能は、計画的経済体制下の政府の

計画策定要請よりも企業経営のために情報を提供す ることであった。

この段階における会計改革は3つ の領域に焦点が置かれた すなわち、統一会計

制度の改革、外国投資企業会計の樹立、および株式制企業会計の形成である。後者

の2つ の改革は米国会計基準、英国会計基準、および国際会計基準 といったグロー

バルな会計基準の影響を受けている。

(2)統 一会計制度の改革

経営実務がますます複雑になってきたことが、1985年 と1989年 の統一会計制度の
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改定を導いた。幾つかの大きな変革が行われた。第1、3っ の会計下位等式(固 定

基金、流動基金、特定基金)、 さらに指定された基金は指定 された目的にしか利用

できない とい う厳格な規則が廃止 された。第2、 種々の新項 目、たとえば銀行借入

金が貸借対照表上で開示 され、無形資産が合併企業その他の企業集団作成の貸借対

照表に現れ始めた.第3、 一定程度の柔軟性が統一会計制度に取 り入れ られた。第

4、 銀行借入金は特別な特徴があったため特別な会計処理が必要 とされた。

(3)外 国投資企業の会計

門戸開放政策の採用に伴い外国資本が中国に流入 し始めた。統一会計制度が国際

会計実践 と著 しく異なっていたため、1985年 、財政部は 「中外合資経営企業会計制

度」を制定したが、外国投資で生 じた若干の問題について特別に扱 った。1992年 、

これ らの規定は外国独資企業を含む善外国投資企業を網羅す るまでに拡大 し、「外

商投資企業会計制度」 と改名 された。

(4)株 式制企業の会計

株式制企業の出現はi幾つかの特別な会計問題を引き起 した。たとえば、異業種に

従事する所有者が共同で保有する企業は、その会計に特定の統一会計制度を選択す

るにあったて困難 をともな うであろ う。国際的会計慣行に依拠 し、多 くの面で 「外

商投資企業会計制度」と類似 した 「株式制試行企業会計制度」が1992年 に制定 され

た。

(5)公 認会計士⑤

門戸開放政策 と経済改革計画は公認会計士の業務に対す る要請をもたらした。中

外合併企業の年次報告書は中国公認会計士による監査を要求 され、1980年 、財政部

は最初の 「会計顧問処の設立に関する暫定規定」を公布 したが、これは中華人民共

和国における公会計実務の制度を創設するものである。

3社 会主義市場経済時代の中国会計の改革と国際化(1992以 降)

国有企業の株式会社化および市場指向型経済体制の発展にあわせ、この改革段階

において会計制度にも根本的変革がもたらされた。統一会計制度は放棄 され、基金

ベースの会計等式 と会計方法も廃止 されて、近代的西洋会計制度に取って代わ られ

た。会計の役割は内部の管理への情報提供から市場における外部意思決定者たちへ

の情報提供に転換 してきた。

(1)基 本会計準則の制定

初期の諸改革の結果 として、1993年 の中国の会計実務は2つ の範疇に区分す るこ
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とができる。一つは国際慣行に準拠 し、一般的に外国投資企業、株式有限会社、お

よび一定の経済特区の企業に適用 される会計実務である。もう一つは、伝統的な統

一会計制度を採用 し
、一般的に国有企業 と集団所有企業に適用される会計実務であ

る。各範疇には、所有形態や業種に従って多 くの特化 した制度が存在 していた。全

部で、40以 上の会計制度が適用 されているが、このことは多大な混乱を引き起 し、

統一 された会計準則要網の必要性を示唆 していた。

財政部は、この状況を救済するために、2つ の代替的アプローチの中から一つを

選択することができた。財政部は国際会計慣行に依拠 した基本準則 と具体準則の設

定に関する一般モデル として役立つ基本準則を採用す ることもできた。これは急進

的アプローチとみなす ことができる。

もう一つの方法 として、財政部は将来の具体準則の設定に関す る一般モデル とし

て役立っ基本準則 を採用することもできた。 このアプローチのもとでは、既存の具

体的会計制度は将来の新具体準則に取って代わられるまで改善 して適用され続けら

れることになる。財政部は後者の比較的漸進的なアプローチを採用す ることに決定

した。

1992年 準則は総則、一般原則、資産、負債、所有者権益、収益、費用、利益、財

務諸表、および付則の10章 からなっている。準則は3つ の目標を明記 している。①

社会主義市場経済発展の要請を満たす。②会計準則を統一する。また③会計情報の

質を確保する。それはまた特別準則設定の指針 となるように設計 されている。

1992年 準則は次の諸節を含んでいる。①4つ の国際的に認められた会計仮定すな

わち会計実体、継続事業、会計期間、および貨幣的評価;②12の 一般会計原則、す

なわち客観性、 目的適合性、比較可能性、首尾一貫性、適時性、理解可能性、発生

主義、対応原則、保守主義、歴史的原価、収益的支出と資本的支出の区分および重

要性;③ 財務諸表の6構 成要素、すなわち資産、負債、所有者持分、収益、費用、

および利益、 さらにそれ らの構成 と分類、また④財務諸表、すなわち貸借対照表、

損益計算書、財政状態変動表またはキャッシュ ・フロー計算書、および付属明細表

と注記である。 さらに、1992年 準則はたとえば貸借記帳法、会計構成要素の認識 と

測定、経営活動の記録 と報告、および会計用語のような詳細な事柄に関するルール

を規定 している。

以上の記述か ら知 りえることは、1992年 準則は一般原則 と詳細なルール との混合

であるとい うことである。西洋的会計慣行の観点から判断すれば、1992年 準則は会

計準則そのものであるとい うよりも、準則設定のための構造として役立っ概念的枠
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組の性質を有するとい うことである。

1992年 準則 と1992年 通則の公布は中国の会計改革にとって、画期的出来事である

と考えられた。特に、国有企業にとって、それは中央集権的計画経済下の国家財務

統制体制か らの離脱、また国際会計基準との調和化へ向けた重要な一歩である。

しかしながら、多くの問題が残っている。1992年 準則は、概念的枠組 として、米

国、英国、もしくは国際会計基準委員会の枠組 と比較すればまだ弱点がある。すな

わち、1992年 準則はそれ程包括的、全面的、また十分に構成 されたものではない。

当該準則 は若干の基本的問題を無視 してお り、また他の問題に関しても十分な議論

を欠いている。

基本準則 として1992年 準則 と1992年 通則 とが併存することは問題を提起すること

にもなる。両者は互いに補完するよう意図された とはいえ、測定 と開示の両領域に

おいて若干の重複が存在 し、これは情報作成者 を混乱 させ ることになる。

(2)新 業種別会計制度

14の 業種別会計制度は1992年 準則 とともに1993年7月1日 に施行 された。完結 し

た具体会計準則要網を設定す るためには長年月を要するので、14の 会計制度は技術

的指針を提供する過渡的措置となっている。それ らは製造、商業、運送、鉄道輸送、

航空輸送、郵政、旅行 ・飲食、建設、不動産開発、農業、外国合併企業、金融、保

険、および リース といった業種における企業の会計制度を含んでいる。

新会計制度は近代的な西洋会計の枠組 と会計等式に依拠 している。基金べ一スの

会計等式 「基金運用総額=基 金源泉総額」は近代的会計等式 「資産二負債+所 有者

持分」に取って代わられている。資産は流動資産 と非流動資産に分類 され る。後者

は長期投資、固定資産、無形資産、および繰延項 目か ら成っている。基金源泉総額

を負債 と所有者持分に分解することはもっと複雑であった。

他方、これ らの新制度は若干の局面において旧来の統一会計制度に準拠 している。

会計方針はほぼ変化 しておらず、また取引の記録、勘定組織一覧表、および財務諸

表の様式に関しては詳細なルー一ルが規定 されている。新制度に従って作成 される財

務諸表は西洋で作成 される財務諸表 と似ているように見えるが、その類似性は皮相

的なものであり、実質的相違が存在する。事実上、新制度は国際的会計慣行 とは両

立 しない。

(3)現 行 中国会計制度

中国における現行の会計制度は三段構造になっている。第1レ ベルには 「会計法」

(1985年 、1993年 と1999年 改正)、 各種の税法その他の規則があるが、この基盤のも
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とに、第2レ ベル として 「企業会計準則」(1992年)と 「企業財務通則」(1992年)

がある。第3レ ベルには14の 業種別会計制度 と業種別財務通則、10の 具体会計準則

(2000年 まで)、株式有限会社の会計制度 と財務通則、および外国投資企業の会計制

度 と財務通則がある。全ての企業は1992年 準則 と1992年 通則および10の 具体準則の

うち4つ を適用す るように要請 されているが、上場会社は全部の具体準則を適用 し

なければならない。外国投資企業や株式有限会社はこの2つ の企業形態のために以

前設定 された会計制度を継続 して適用する。全ての他の形態の企業は特定の企業が

営業活動を行っている業種に関わる14組 の業種別会計制度 と財務通則の うちの一つ

を適用するよう要請 される。

具体会計準則は、いままで主に上場会社に適用 されてお り、外資系企業に適用 さ

れている具体会計準則は、② キャッシュ ・フロー計算書 と④債務再編の二っだけ

であった。外資系企業にとっては1998年 度末の決算から適用が開始されたキャッシュ ・

フロー計算書以外はあまりなじみはなく、実際の会計処理 と決算書の作成は、企業

会計準則ではなく1994年 か ら適用 されている外国投資企業会計制度によっていた。

2001年 初頭に無形資産、借入費用、リースの三つの具体会計準則が新たに公布 され

るとともに、すでに公布 されていた9つ の うちの6つ の具体会計準則が改正 された。

改正 された具体会計準則は、キャッシュフロー計算書、債務再編、投資、会計方針

の変更等、非貨幣性取引である。これ らの具体会計準則は2001年1月1日 から上場

会社に適用され、その うち、キャッシコ.フロー計算書、債務再編、工事契約、会計

方針等、非貨幣性取引、偶発事象、借入費用、 リースは外国投資企業にも適用 され

ている。2001年11月 に中間財務諸表、固定資産、棚卸資産の具体会計準則 も公表 さ

れ、2002年1月 から上場会社または株式有限会社に適用 されている。
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具体会計準則の改正

公表年月 実施年月 修正年月 適用企業

① 関連当事者 との取

引の開示
1997年5月 1997年1月 上場会社

② キヤツシュ ・フロー

計算書
1998年3月 1998年1月 2001年1月 全ての企業

③ 後発事象 1998年5月 1998年1月 上場会社

④ 債務再編 1998年6月 1999年1月 2001年1月 全ての企業

⑤ 収益 1998年6月 1999年1月 上場会社

⑥ 投資 1998年6月 1999年1月 株式有限会社

⑦ 工事契約 1998年6月 1999年1月 上場会社

⑧ 会計方針等 1998年6月 1999年1月 2001年1月 全ての企業

⑨ 非貨幣性取引 1999年6月 1999年1月 2001年1月 全ての企業

⑩ 偶発事象 2000年4月 2000年7月 全ての企業

⑪ 無形資産 2001年1月 2001年1月 株式有限会社

⑫ 借入費用 2001年1月 2001年1月 全ての企業

⑬ リー ス 2001年1月 2001年1月 全ての企業

⑭ 中間財務報告 2001年11月 2002年1月 上場会社

⑮ 固定資産 2001年11月 2002年1月 株式有限会社

⑯ 棚卸資産 2001年11月 2002年1月 株式有限会社

(今後公表予定の新 しい具体準則)

① 財務諸表の表示
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② セグメン ト報告

③ 国庫補助金の会計処理

④ 外貨取引

⑤ 一株 当た り利益

⑥ 廃止事業

最近注 目すべきできごとは 「小企業会計制度」が2004年4月27日 公布 され、2005

年1月1日 より実施 されることになったことである。 これによって中国において進

められてきた企業会計制度の改革の基本的な枠組みが完成 されることにな り、重要

な意義をもつ トピックである。

V新 たな国際化への歩み

1今 後の課題

(1)「会計法」が有効的に機能 しているのか どうかを分析する

部分的に改正すべき点や新 しい会計環境に対応すべき点があれば、「企業財務会

計報告条例」のように条例制定を行 う。

(2)財 務報告面に力点をおいて会計制度体系構築への継続的研究

制度体系を新たに したが、特に上場企業の会計報告、会計情報面において、その

真実性の問題が問われている。公認会計士の充実もはか られている。

(3)国 有企業への 「企業会計制度」施行の問題

現場ではさまざまな習慣が残ってお り、周知させ るための国有企業への適用を一

年延ば したが、いまだ適用 されず、混乱も見 られ る。国家経済の中核 をなすべき国

有企業の国家経済への影響は計 り知れないものがあ り、国有企業改革は順調に進ん

でいない。

(4)会 計に携わる人の道徳意識の向上

組織改革や規定遵守強化 と共に教育を充実させる。

(5)企 業会計制度の整備

簡素化 された とはいえいまだ複雑な会計制度である。各会計制度の適用対象が重

複 していた り記述内容に多数重複箇所が存在 した りしている。

(6)ア メリカ会計基準あるいは国際会計基準の直接採用の問題

中国の市場経済はまだ初級段階にあり、資本市場整備や企業改革はいまだ中途で

ある。また依然 として国家が重視 しているのは国有企業や集団所有企業である。
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(8)政 府および非営利組織会計の改革

1997年 に 「財政総予算会計制度」をはじめとする一・連の政府、非営利組織会計が

制定された。統一的な会計制度で地方政府には適合 していない とされ、政府会計に

おいても会計情報透明性の問題が存在 している。

(9)内 部統制の問題

会計情報面の統制を強化するため、情報を有効活用できる技術 ・ハー ド面の整備

が必要 となっている。 リスク評価をいかに行 うかも当面の課題である。

2動 向と展望

(1)内 向きの国際化の継続 ・強化

中国政府はWTO加 盟のために多 くの法律の整備を進めてきたが、会計の分野に

おいても、財政部主導の下に国際会計慣行を十分取 り入れた企業会計基準が施行さ

れている。 中国における証券市場の発展 も企業会計をディスクロ.一ジャーの分野で

の制度整備を促が している。特に取引所への上場が認可制から申請べ一スに変わっ

たことが変革を進 める要因になった といわれる。

さらに国際化を強化するため国際会計基準等の制度 ・資料や論文を翻訳する。国

際的な委員会等に参加 し制度制定に生かす。欧米の大学への留学を推進する。

(2)外 向きの国際化の継続 ・強化

中国は国際会計基準を参考にしなが ら中国の会計基準の整備を精力的に進めてい

る。IASB(国 際会計基準審議会)への働きかけも積極化 してお り、中国のアジア、さ

らには世界の中でのプレゼンスを着実に高めている。

国際的な委員会 ・理事会 ・研究会へ人員を派遣す る。中国の会計制度や研究成果を

英語で発信する。外資系企業で活躍する人を増員する。

(3)中 国会計の充実

会計の管理監督は国務院の財政部が行ってお り財政部の会計司が会計法に基づき

統一的な会計制度の構築を推進 してきた。財政部の下に会計基準委員会が設け られ

ている。制度制定において政府 と民間の連携 を強化する。制度体系、制度全体をさ

らに整備する。会計実務の レベルを向上 させる。会計資格制度を強化する。

V[お わ りに

以上本稿では、中国社会の環境 と社会的要請の変化に応じた会計の進化に関する
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研究である。われわれは社会の進歩にしたがって、新たな挑戦に応 じるように、会

計も進歩 し、適応 していく。 中国の経済改革、とくに国有企業の改革および門戸開

放政策は会計改革をもたらし、それが中国会計制度に根本的変革を生 じさせた。

中国における現行会計制度は多様な企業形態、多元的な基準と制度からなってい

るが、それ らは業種別制度、新会計準則、外国投資企業 と株式有限会社の会計制度

である。 これ らの制度 と基準はすべて1992年 準則に依拠 している。これらの変革は

中国の会計を転換 させ、国際会計基準を参考にしながら中国の会計基準の整備、中

国のより開かれた市場経済に適合する会計モデルの展開を進めている。

(注)

① 龍 門帳 法制 で は、 取 引 が4つ の範 疇 に分類 ・記 録 され た。 すなわち受取、支払、

保有 、債務 であった。収益項 目は受取 、損費項 目は支払 に記録 され た。資産 の増加

と負債 の減少 は保 有、 これ に対 して資産の減少 と負債 の増加 は債務 に記録 され た。

受取項 目と債務項 目は元帳 の上半分 の 「収入 」に分類 され 、 これ に対 して支払項 目

と保有項 目は元帳 の下半分の 「支 出」に分類 された。 この複式記帳原則 は 「収入 あ

れば必ず支 出有 り、その金額 は相等 し」 のよ うに表現 され た。

② 四脚決算法は、龍 門記帳法 の影響下で生成 され 、かな り洗練 された記帳法であっ

た。 四脚決算法は損益計算書の作成 を必要 とし、全ての収益は この計算書の上半分、

そ してすべ ての費用 、損失、お よび税金 は下半分に記載 され た。利益(損 失)上 半

分 合 計額 の下 半 分合 計 額 に対す る超過額 として計算 された。

③西洋式会計制度 は1912年 に政 府 所 有 の 中国 銀行 に よって は じめて採用 され、1916

年 まで には 当該銀 行 の会 計 制度 全 般 が新制度 に転換 し、伝 統的中国式記帳法 に取っ

て代わ った。

④大躍進期 間中、多 くの会計担 当者は他 の労働 、 しば しば 肉体労働 に振 り向け られ

た。会計の規則 と手続 は無視 され 、また会計記録 が限定 されていたた め、信頼 をお

くのは人民の良心だ けであった。 その結果 、国民経 済の状態 を正確 に決定す る こと

は困難 になった。

⑤公認会計士は中国語 で注冊会計 師 とい う。
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